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1．はじめに
日本は2020年までに訪日外国人旅行客（外客)1
を4,000万人に，2030年までに6,000万人に増やす
ことと，外客による消費額を2020年までに8兆円
に，2030年までに15兆円に増やすことを目指して
いる2。日本ではまた，観光立国推進基本法の基
本理念に「国際相互理解の増進と国際平和に果た
す役割に鑑み，国際的視点に立った施策を講じる
こと」とあるように，ツーリズムの経済的側面と
同時に国際相互理解の重要性も認識されている。
本稿では，2015年のツーリズム競争力3が世界
7位，アジア・太平洋地域では1位であった豪州
の国際ツーリズム政策を取り上げ，国際ツーリズ
ム政策における日本との違いを考えてみたい。
2．豪州における国際ツーリズムの
概況
Ⅰ．訪豪外国人旅行客数と消費額
訪豪外客数は2000年から2015年の15年間で493
万1,300人から742万8,600人へ1.5倍に増えた。
2015年は過去最高であった（図表1参照）。
2010年から2015年までの上位10カ国・地域から
の訪豪外客数は図表2のとおりである。訪豪外客
の国・地域別（2015年）では，隣国のニュージー
ランドからの来訪客（訪豪外客総数の17.6％）が
最も多く，これに，中国（同13.8％），英国（同
9.3％），米 国（同 8.2％），シ ン ガ ポ ー ル（同
5.3％），マレーシア（同4.6％），日本（同4.5％）
からの来訪客が続く。上位10カ国・地域からの来
訪客が訪豪外客総数の72.5％（2015年）を占めて
いる。訪日外国人旅行の場合，上位4カ国・地域
からの外客が総数に占める割合は71.9％（2015
年）であり，10カ国・地域からの訪豪外客が訪豪
外客総数に占める割合とほぼ同じである。訪日外
客市場が訪豪外客市場に比べ，数少ない国・地域
に集中していることが分かる。世界観光機関
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＊松蔭大学 観光メディア文化学部教授
（UNWTO)4によれば，来訪外客数における世界
での豪州の順位（2015年）は36位，日本は16位で
ある。
訪豪外客による消費額（2015年）は，前年比
18％増の366億豪ドル（約2兆8,548億円)5である
（図表3）。日本における訪日外客による消費額
（2015年）は，3兆4,771億円6である。
Ⅱ．豪州のツーリズム競争力
スイス・ジュネーブに本部を置く世界経済フォ
ーラム（World Economic Forum＝WEF）が発表
した『旅行・ツーリズム競争力2015年報告書』に
よれば，豪州のツーリズム競争力は，「旅行・ツ
ーリズム競争力指数」（TTCI)7が4.98で，調査対
象141カ国・地域のうち7位であった。アジア・
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図表2 送り出し国・地域別訪豪外国人旅行客数（上位10カ国・地域)
順位
(注1)
年
国･地域 2010 2011 2012 2013 2014 2015
構成比
(%)
(注2)
1 ニュージーランド 1,146,000 1,156,300 1,184,700 1,192,800 1,241,400 1,309,900 17.6
2 中 国 446,000 533,200 619,000 708,900 839,500 1,023,600 13.8
3 英 国 660,400 622,400 608,500 657,600 652,100 688,400 9.3
4 米 国 463,200 447,100 470,700 501,100 553,000 609,900 8.2
5 シンガポール 270,800 274,200 297,600 339,800 372,100 395,800 5.3
6 マレーシア 223,500 225,100 245,700 278,100 324,500 338,800 4.6
7 日 本 390,400 325,800 348,000 324,400 326,500 335,500 4.5
8 インド 133,700 143,900 154,800 168,600 196,600 233,100 3.1
9 韓 国 220,100 205,200 203,400 197,500 204,100 230,100 3.1
10 香 港 151,400 153,800 162,400 183,500 201,600 219,700 3.0
総 数 5,790,100 5,770,800 6,032,200 6,382,300 6,868,000 7,428,600 100.0
（注1) 2015年の順位。
（注2) 2015年の構成比（％）。
出典：豪州統計局（Australian Bureau of Statistics）
図表1 訪豪外国人旅行客数の推移（2000～2015年)
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出典：豪州統計局（Australian Bureau of Statistics）
太平洋地域では1位であった。14項目のそれぞれ
の指数をグラフにしたものが図表4である。ビジ
ネス環境（世界28位，5.04），治安・安全（同13
位，6.24），保健・衛生（同29位，6.14），情報通
信技術（同17位，5.73），環境持続性（同25位，
4.64），航空輸送インフラ（同4位，5.80），ツー
リズム・インフラ（同29位，5.44），自然的資源
（同2位，5.31），文化的資源（同9位，5.13）に
対する評価が高かった。人的資源・労働市場は同
49位（4.72），旅行・ツーリズムの優先度は同52
位（4.81），地上輸送・港湾インフラは同57位
（3.69）であった。評価が低いのは，旅行・ツー
リズムの価格競争力（同138位，3.06）であった。
これに対して，日本の TTCI は4.94で，世界
第9位，アジアでは豪州に次いで2位であった
（図表5）。日本の TTCI 評価が高かった項目は，
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図表3 訪豪外国人旅行客による消費額の推移（2005～2015年)
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出典：豪州観光調査局（Tourism Research Australia）
図表4 豪州の旅行・ツーリズム競争力指数（TTCI)
出典：世界経済フォーラム（WEF）『旅行・ツーリズム競争力2015年報告書』
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ビジネス環境（世界27位，5.12），治安・安全
（同22位，6.05），保健・衛生（同13位，6.43），
人的資源・労働市場（同15位，5.20），情報通信
技術（同9位，6.00），旅行・ツーリズム優先度
（同20位，5.44），外国に対する開放度（同16位，
4.16），航空輸送インフラ（同19位，4.54），地上
輸送・港湾インフラ（同17位，5.29），自然的資
源（同30位，3.94），文化的資源（同6位，5.92）
であった。環境持続性は同53位（4.30），ツーリ
ズムインフラは同75位（4.11）であった。評価が
低かったのは価格競争力（同119位，3.75）であ
った。
豪州と日本を比較すると，環境持続性，航空輸
送インフラ，ツーリズムインフラ，自然的資源に
おいて豪州の評価が高く，人的資源・労働市場，
旅行・ツーリズム優先度，外国に対する開放度，
地上輸送・港湾インフラ，文化的資源で日本の評
価が高かった。価格競争力は日本の方が評価が高
かったが，世界全体でみると両国とも評価が低か
った。
Ⅲ．豪州におけるツーリズムの経済規模
世界旅行産業会議（WTTC)8が世界各国の旅行
ツーリズムの経済規模について毎年発表している
Travel & Tourism Economic Impact 2015 による
と，2014年の豪州におけるツーリズムの経済規模
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図表5 日本の旅行・ツーリズム競争力指数（TTCI)
出典：世界経済フォーラム（WEF）『旅行・ツーリズム競争力2015年報告書』
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図表6 豪州におけるツーリズムの経済規模（2014年)
豪 州 日 本
ツーリズム GDP 1,617億豪ドル（全 GDP の10.1％） 36兆3,228億円（全 GDP の7.5％）
（うち直接） （428億豪ドル） （11兆9,006億円）
ツーリズム関連雇用 141万6,000人（全就業者数の12.2％） 444万1,500人（全就業者数の7.0％）
（うち直接） （50万4,500人） （115万2,500人）
国際ツーリズム収入（旅客
輸送を含む）
209億豪ドル（全貿易・サービス収入
の6.4％）
1兆9,682億円（全貿易・サービス収
支の2.3％）
出典：世界旅行産業会議（WTTC） Travel & Tourism Economic Impact 2015
（ツーリズム GDP）は1,617億豪ドルで，豪州の
全 GDP の10.1％を占める。ツーリズム関連産業
における就業者数は141万6,000人で，全就業者数
の12.2％を占める。旅客輸送による収入を含む国
際ツーリズム収入は209億豪ドルで，全貿易・サ
ービス収入の6.4％を占める。日本と比較すると
ツーリズム GDP，ツーリズム産業における雇用，
国際ツーリズム収入とも全体に占める割合が高い
（図表6）。
3．豪州連邦の国際ツーリズム政策
Ⅰ．ツーリズム関連組織
豪州連邦政府のツーリズム関連組織は次のとお
りである。
① 貿易促進庁 （Australia Trade and Investment
Commission＝Austrade）
豪州連邦におけるツーリズム政策の所管官庁
（NTA9）は貿易促進庁 (Austrade) である。2013
年9月の労働党から自由党への政権交代に伴い，
資源・エネルギー・観光省（The Department of
Resources, Energy and Tourism）から代わった。
担当大臣は，貿易観光投資大臣（Minister for
Trade, Tourism and Investment）である。政策
決定の基礎となる調査統計を担当する豪州観光調
査局 (Tourism Research Australia＝TRA) (下記
④) は同庁の一部局である。同庁はまた，連邦・
州政府観光担当大臣会議（TourismMinisters’
Meeting＝TMM）(下記⑤)と豪州観光常任委員会
（Australian Standing Committee on Tourism＝
ASCOT）（下記⑥）の事務局を務めている。
② 外務貿易省（The Department of Foreign
Affairs and Trade＝DFAT）
ツーリズムに係る諸問題に関して外国政府や国
際機関との交渉の責任を担う。
③ 豪州政府観光局（Tourism Australia＝TA）
豪州への外客を誘致するためのマーケティング
を行う政府観光局（NTO10）である。詳細は下記
Ⅱ.のとおりである。
④ 豪州観光調査局（TRA）
豪州のツーリズム政策策定とツーリズム産業振
興のための基礎となる調査・分析を行う連邦政府
機関である。上述のとおり，Austrade の一部局
である。
⑤ 連邦・州政府観光担当大臣会議（TMM）
ツーリズムに関する国レベルの重要案件を討議
する。Tourism 2020（下記Ⅲ）の進捗状況を確
認したり，ツーリズム産業に関する戦略的方向性
を決めたりする。ニュージーランドもこの会議に
参加する。年2回開催され，上述のとおり，
Austrade が事務局を務める。
⑥ 豪州観光常任委員会（ASCOT）
豪州におけるツーリズム政策に関して TMM
において助言と勧告を行う。ASCOT の責務は，
Tourism 2020 を実現させること，国レベルで重
要なツーリズム政策を検討することである。
ASCOT のメンバーはツーリズム関連政府機関の
CEO である。
Ⅱ．豪州政府観光局（Tourism Australia）
豪州で国際ツーリズムのマーケティングを行う
政府観光局（NTO）は豪州政府観光局（TA）で
ある。Tourism Australia Act 2004（2004年6月
23日成立）に基づいて設立された法人（statu-
tory authority）で日本の独立行政法人に近い。
本部をシドニーに置く。TA の前身は1967年に
Australian Tourist Commission Act 1967に基づい
て設立された Australian Tourist Commission
（ATC）である。ATC は設立当初は本部をメル
ボルンに置いたが1987年にシドニーに本部を移転
した。
Tourism Australia Act 2004 に掲げられている
TA の目的は，①豪州への外客の誘致，②外客の
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豪州国内旅行の促進，③豪州国民の国内旅行の促
進，④豪州のツーリズム産業の持続的発展の促進，
⑤ツーリズムによる豪州経済発展への寄与，の五
つである。ただ，現在，③の豪州国民の国内旅行
の促進は行われていない。
TA は，所管官庁の大臣によって任命された理
事会によって，Tourism Australia Act 2004 及び
Public Governance Performance and Accountability
Act 201311に基づいて運営される。
職員数（2015年6月現在）は207人である。内
訳は以下のとおりである。
● 国内120人，海外87人
● 正職員178人，臨時雇員29人
● 女性142人，男性65人
海外事務所は北京，上海，香港，東京，ソウル，
シンガポール，クアラルンプール，ムンバイ，ロ
ンドン，フランクフルト，ロサンゼルス，オーク
ランド（ニュージーランド）に計12カ所ある。
TA の2014-15年度12予算（決算ベース）は収入
が1億7,917万豪ドル（約139億7,526万円），支出
が1億7,599万豪ドル（約137億2,722万円）であ
る（図表7）。
TA への国庫補助金が豪州連邦政府の国家予算
（2014-15年度，4,148億豪ドル13）に占める割合は
0.33％である。日本の場合は，日本政府観光局
（JNTO）への政府からの運営費交付金14（平成27
年度，107億2,600万円）が国家予算15（同，一般
会計予算96兆3,420億円）に占める割合は，
0.11％である。したがって，豪州と日本のそれぞ
れの NTO への国庫補助金が国家予算に占める割
合は，豪州は日本の3倍である。豪州と日本のそ
れぞれへの外客数（2015年，訪豪外客数742万
8,600人，訪日外客数1,973万7,400人）をそれぞ
れの NTO 予算（TA は2014-15年度予算支出額
137億2,722万円，JNTO は平成27年度予算支出額
108億3,711万円）で割った数字を比較すると，豪
州が1,847.9円，日本が549.1円となり，外客一人
当たりに支出される NTO 予算は豪州が日本の
3.36倍である。また，豪州と日本のそれぞれの国
で訪問外客が消費した額（2015年）は豪州が366
億豪ドル（約2兆8,548億円），日本が3兆4,774
億円で，これをそれぞれの NTO 予算で割ると，
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図表7 豪州政府観光局の予算（決算ベース）（2014-15年度)
円換算(1豪ドル＝78円)
収 入 1億7,917万豪ドル 139億7,526万円
内訳
国庫補助金 1億3,887万豪ドル 108億3,186万円
事業収入他 4,030万豪ドル 1億4,340万円
支 出 1億7,599万豪ドル 137億2,722万円
内訳
事業費 1億3,496万豪ドル 105億2,688万円
広告費 8,950万豪ドル 69億8,100万円
宣伝・パブリシティー費 2,611万豪ドル 20億3,658万円
その他事業費 1,935万豪ドル 15億930万円
人件費 2,992万豪ドル 23億3,376万円
管理費等 1,111万豪ドル 8億6,658万円
注：他に，州政府観光局や観光事業者からの分担金として3,530万豪ドル（約27億5,340万円）の収入がある。
出典：豪州政府観光局（Tourism Australia） Annual Report 2014/2015
NTO 予算1円に対して，外客消費額は豪州が
208.0円，日本が320.9円となり日本が1.5倍強で
ある。
TA の組織は図表8のとおりである。
Ⅲ．Tourism 2020
豪州政府は豪州におけるツーリズムの重要性に
鑑み2009年に「長期ツーリズム戦略」（Long-
Term Tourism Strategy）を策定し，この戦略を
具体的に実行に移すための Tourism 2020を2011
年12月に策定した。
世界における外客誘致競争の激化と豪ドル高に
より外客の世界総数に占める訪豪外客の割合が低
下し16，これに対する危機感が国を挙げて豪州の
ツーリズムを活性化することを目的とした「長期
ツーリズム戦略」と Tourism 2020の策定へとつ
ながった。連邦政府のみならず，州・準州政府や
地方自治体，民間企業が一体となって目標の達成
に向けて努力することとなった。Tourism 2020
が目標として掲げるのは以下の六つである。具体
的数値目標として，ツーリズム消費額は設定され
ているが，訪豪外客数については，主要マーケッ
トにおけるシェアの維持あるいは増加を目標とし
ているものの，具体的な目標数値は設定されてい
ない。日本の場合は，「明日の日本を支える観光
ビジョン」に具体的に書かれている17。
① 1泊以上の訪豪外客および豪州人旅行客によ
るツーリズム消費額を2009年の700億豪ドル（約
5兆4,600億円）から2020年までに1,150億豪ドル
（約8兆9,700億円)～1,400億豪ドル（約10兆
9,200億円）に増やすこと。
② 外国の主要マーケットに占める訪豪外客数の
シェアを維持また増やすこと。
③ ツーリズム関連産業の就業者数を増やすこと。
④ 宿泊施設の収容能力を増やすこと。
⑤ 国際および国内航空便の収容能力を増やすこ
と。
⑥ ツーリズム産業の質と生産性を向上させるこ
と。
Tourism 2020 は上記の目標を達成するために，
以下の六つの戦略を掲げている。
① アジア人旅行客の需要拡大
アジア特に，経済成長率の高い中国，インド，
インドネシアからの旅行需要を拡大させる。
② オンラインによるマーケティングと商取引の
強化
ツーリズムマーケティングとツーリズム商品の
販売においてオンラインでの活動は極めて重要で
ある。オンラインでの予約と支払いを行っている
豪州のツアーオペレーターが全体の3分の1と少
ないことから，より多くのツアーオペレーターが
オンライン取引を行えるよう連邦政府と州・準州
政府が協力して環境を整備する。
③ ツーリズムへの投資促進のための規制緩和
豪州におけるツーリズムへの投資は豪州の他の
産業分野への投資に比べ伸びが鈍い。2000年から
2009年の平均で他産業分野の半分の伸び率である。
他産業への投資に比べ，ツーリズムへの投資に関
する規制が多いことが主因である。消費者が求め
る商品やインフラへの投資が促進されるよう，連
邦政府と州・準州政府はツーリズム業界と協力し
てツーリズム投資に係る規制の緩和を図る。
④ ツーリズムのための輸送力の強化
国際・国内旅行の需要に応えられるよう，連邦
政府と州・準州政府は，輸送業界と協力して輸送
能力の強化とインフラの整備を行う。
⑤ ツーリズム産業における労働力の確保，就労
者の技能向上，先住民族の参加拡大
Tourism 2020 策定時点で，ツーリズム産業で
は3万6,000人の労働力が不足している。このた
め外客への対応に支障をきたすケースも出ている。
2020年までには15万2,000人の増加が必要となる。
連邦政府と州・準州政府は産業界と協力して，労
豪州の国際ツーリズム政策
131
ホスピタリティ・マネジメント Vol. 8 No. 1 2017年3月
132
図表8 豪州政府観光局（Tourism Australia）組織図（2014-15年度)
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働力確保，就労者の教育・研修，就労者の技能向
上，先住民族の参加拡大に取り組む。
⑥ ツーリズム産業の生産性の向上
豪州のツーリズム産業の生産性は他の産業や外
国のツーリズム産業と比べて低い。連邦政府と
州・準州政府は，ツーリズムにおける豪州の強み
を発揮してツーリズム産業が生産性，革新力，品
質を高めることができるよう，産業界と協力して
環境を整備する。
Tourism 2020 には上述の六つの戦略について
それぞれ，目標，行動計画，達成すべき成果，効
果測定方法が掲げられている。
Tourism 2020 の目標達成のための関係者の役
割は以下のとおりである。
① ツーリズム産業界：ワーキンググループ（下
記②）への参加や支援を通じて，戦略に定める成
果の達成に努める。各企業の戦略や事業計画に
Tourism 2020 の戦略を取り入れ，ビジネスチャ
ンスを捉えて，Tourism 2020 に定める成果の達
成に努める。
② ワーキンググループ：豪州の州・準州政府と
ツーリズム産業界から選ばれたメンバーで構成さ
れ，Tourism 2020 の戦略に定められた行動計画
を実行し，監督する。Tourism Quality Council of
Australia18は政府や産業界と協力して豪州ツーリ
ズム産業の競争力と質の向上に努める。
③ 州・準州政府：ツーリズム産業界と緊密な連
絡を保ちながら活動する。全ての戦略分野におい
て指導的役割と責任を持つ。
④ 豪州連邦政府：Austrade，TA の他，ツー
リズムに関する法規制や政策に関連を持つ他政府
部門が関わり，連邦政府として指導的役割を果た
す。
⑤ 豪州連邦および州・準州の観光担当大臣：
Tourism 2020 の実施に指導力を発揮する。これ
を豪州観光常任委員会（ASCOT）がサポート
する。前述（ 3.Ｉ. ⑥）のとおり，ASCOT のメ
ンバーはツーリズム関連政府機関の CEO である。
Ⅳ．Tourism 2020 実現のための豪州政府観光
局の戦略と事業
Tourism 2020 の目標達成のために豪州政府観
光局（TA）は以下の戦略をもって事業を行う。
⑴ TAの戦略
ⅰ 消費者戦略
観光19目的客とビジネスイベント20を対象とする。
ⅱ マーケット
主要マーケットは中国，香港，日本，韓国，イ
ンド，インドネシア，マレーシア，シンガポール，
米国，カナダ，英国，ドイツ，フランス，イタリ
ア，ニュージーランの15カ国・地域21とする。
ⅲ 観光目的客を対象としたマーケティング戦
略
豪州は2010年に訪豪外客誘致キャンペーンであ
る“There’s nothing like Australia”（「オースト
ラリアが最高」といった意味）を開始した。
キャンペーンの三つの大きな柱は，①世界レベ
ルの自然の美しさ，②世界レベルの海岸線・ビー
チ・海洋野生生物，③おいしい食事とワインであ
る。この他に，特に若年層の旅行客を地方へ誘致
するための先住民族ツーリズムやプレミアム体験
ツーリズムも主要な柱となっている。
キャンペーンはウェブサイトやソーシャルメデ
ィアを用いたデジタルマーケティングの世界展開
に重点を置く。これは，ソーシャルメディア・プ
ラットフォームの重要性の増大によって起きてい
る消費者の旅行購買行動の変化に対応したもので
ある。
ⅳ ビジネスイベントを対象としたマーケティ
ング戦略
ビジネスイベントを誘致したり，ビジネスイベ
ントへの参加者を増やしたりするための戦略であ
る。
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① 豪州のコンベンションビューローやコンベン
ションセンター，イベント会社と連携してマーケ
ティングを行う。
② 重点市場は，中国・香港（インセンティブト
ラベルを中心に国際会議も），英国・欧州（国際
会議），北米（インセンティブトラベルおよび国
際会議），ニュージーランド（インセンティブト
ラベル）である。
③ メディアを通じた宣伝
“There’s nothing like Australia”の内容をビジ
ネスイベント向けに作り直して使用。業界誌など
プリントメディアへの広告や記事掲載を通じた宣
伝と，ソーシャルメディアなどのオンライン媒体
を利用した宣伝を行う。
⑤ 団体・企業に対する誘致活動
ビジネスイベントの意思決定権者やビジネスイ
ベントエージェントに対する視察旅行を実施した
り，海外トレードショーへ参加したりして誘致活
動を行う。
ⅴ 流通経路開発戦略
流通経路開発戦略は，訪豪旅行を考えている消
費者が正しい情報を得られ，質の高い訪豪旅行商
品に容易にアクセスし旅行の予約ができるように
するための，旅行業界向けの戦略である。海外マ
ーケットの旅行会社により多くの訪豪商品の造成
を働きかけたり，第一線の販売担当者が持つ旅行
目的地・豪州の知識を向上させたりする。
具体的には以下のことを行う。
① 買い手（バイヤー）である海外マーケットの
ツアーオペレーターと豪州ツーリズム業界の売り
手（セラー）が商談できる場として Australian
Tourism Exchange（ATE）などの豪州国内の商
談会や海外での商談会を行う。
② オージースペシャリスト・プログラム
（Aussie Specialist Program)22を通じて，海外の
旅行会社社員の豪州ツーリズムについての知識と
スキルを向上させ，訪豪旅行商品の販売につなげ
る。
③ 視察旅行を通じて意思決定権者や第一線の販
売担当者に豪州を実際に経験させ，訪豪商品の開
発や販売につなげる。カラバリ23・ヨーロッパ
（Corroboree Europe）や カ ラ バ リ・ア ジ ア
（Corroboree Asia）といったイベントと関連付け
て実施する。
④ オージースペシャリストの資格を取得したエ
ージェントに新規見込み客の情報を提供する。
ⅵ 連携戦略
① TA は州・準州政府や地方自治体の観光局，
ツーリズム産業事業者，ツーリズム関連団体と直
接関わりを持っており，全国で，説明会やフォー
ラム，ワークシップなどを開催し様々な情報を共
有するようにしている。ツーリズム産業事業者に
は様々なコミュニケーションプラットフォームや
ツールを用いて，ツーリズム産業に関するニュー
スや調査結果・分析，産業の状況，その他の有用
なデータを提供し，ツーリズム産業が常に最新情
報を持てるようにしている。TA はまた，消費額
の多い外客をより多く誘致し，豪州のツーリズム
産業の成長につなげるにはどうしたらよいかを議
論する場として，Destination Australia と称する
ツーリズム産業会議を毎年開催している。
② TA はツーリズムに係る政策やマーケティ
ング戦略の調整のために，連邦政府，州・準州政
府と緊密な連携を保っている。
③ TA と民間企業や州・準州政府観光局が連
携関係を組むことはマーケティングにおいても重
要である。連携関係を持つことで TA は独自の
予算以上のマーケティング活動ができ，連携企業
等は独自で行うマーケティングチャネルの範囲を
超えた活動ができる。このため，TA は民間企業
や州・準州政府観光局との連携を強化する。
ⅶ 人材開発
① デジタル能力が益々重要となる昨今，特に
デジタル能力の高い能力ある有能な人材の確保に
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努める。また，職員の能力開発や職員の実績に応
じた正当な待遇を行う。
② 特定のツーリズム関連企業や大学，教育機
関と連携して先住民族の雇用や開発の機会をつく
り出す。また，先住民族が運営するツアーオペレ
ーターなどの商品の露出が高まり，それが売り上
げにつながるよう支援する。
⑵ TAの具体的外客誘致事業
TA が2014-15年度に実施した事業の概要24は以
下のとおりである。
ⅰ 訪豪外客需要の拡大
1) 観光目的客を対象としたマーケティング事業
① “There’s nothing like Australia”
豪州が提供する最高の観光魅力と旅行体験を宣
伝するキャンペーンである。200社以上と連携し
て，17カ国語を用いて25カ国で実施した。
“There’s nothing like Australia”キャンペーンが
開始された2010年から2014年までの間に訪豪外客
数は19％増，外客消費額は21％増えた（図表1お
よび図表3参照）。
ブランド広告や広報，宣伝，イベント開催，ア
ドボカシー・プログラム（advocacy programs)25
など様々なマーケティング活動を行い，外国の消
費者に訪豪を促した。特にソーシャルメディアな
どのデジタルマーケティングに力を入れた。
② “Restaurant Australia”
このキャンペーンは豪州が訪豪旅行の主要11市
場で実施した消費需要調査の分析を基に実施され
た。調査の結果，「おいしい食事，ワイン，郷土
料理」が，豪州への観光目的旅行を決める上で重
要な要素になると答えた人の割合（38％）が高か
った。これは，「安全と治安」（54％），「金額に見
合う価値」（39％）に次いで多く，「世界レベルの
自然の美しさ」（37％）をわずかながら上回った。
また，この調査によれば，豪州をおいしい食事と
ワインを提供する目的地であると見ている人は，
豪州を訪れたことのない人では全体の26％である
が，訪豪経験者ではこれが60％に上昇する。
このキャンペーンは，豪州のツーリズム業界を
巻き込んだ“Rally Cry”（「ときの声」），海外市
場において“Ignite the World”（「世界に火をつ
ける」）のテーマで実施した消費者・メディア向
けイベントとアドボカシー・プログラムから成る。
“Rally Cry”は豪州のツーリズム事業者に食事
とワインに焦点を当てた旅行商品の開発と提供を
促すもので，restaurant.australia.com（豪州の
人々や産物，場所についての話を紹介するサイ
ト）に約2,000の食事・ワイン業者が参加した。
“Ignite the World”では，主要海外マーケットで
豪州の食事とワインに対する世界の認識を向上さ
せることに焦点を当て，TA が連携企業等と連携
して，15カ国で宣伝キャンペーンを展開した。世
界中で延べ12億5,000万人以上の消費者に豪州の
食とワインの魅力が伝えられた。メディア掲載は
広告料に換算して13億6,000万豪ドルに達した。
“Restaurant Australia”の中で特に注目すべき
事業は“Invite the World to Dinner”である。食
事・ワイン分野で大きな影響力を持つジャーナリ
ストや世界的に有名なシェフ，主要テレビ局クル
ー，ブロガー，世界的著名人など86人を世界16カ
国から豪州に招待し全国を視察させ，その最終日
にタスマニア州において夕食会を開催した。この
事業により世界で延べ4億人以上に豪州の食とワ
インと魅力が伝えられた。視察旅行は各州・準州
の政府観光局と，夕食会はタスマニア州政府観光
局（Tourism Tasmania）と連携して実施した。
③ ウェブサイトを利用した宣伝
ウェブサイトによるマーケティングを TA の
前身の ATC が始めたのは1990年代初めのことで，
その後20年以上の間，TA のウェブサイト（aus-
tralia.com）は TA のマーケティング活動の基盤
となり続けて来た。消費者は，豪州を訪れたいと
思い，関連の情報を見つけ，豪州旅行を計画し，
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旅行会社にアクセスし，旅行後に経験談を載せる
ということが全てウェブ上でできる。TA はより
多くのサイト利用者が豪州への旅行を計画し，予
約したくなるよう，2015年初めに australia.com
をグレードアップした。自分がどの国に住んでい
るのか，どのようなことに関心があるのかによっ
て，消費者は今まで以上に自分に合った情報内容
を入手できるようになった。このサイトは，12カ
国語で運営されている。
また，Facebook や Twitter，Google＋，Instagram，
それに中国の Weibo や WeChat といったソーシ
ャルメディア・プラットフォームが人々に訪豪旅
行を促す上でますます重要な役割を果たすように
なって来ていることから，TA では，消費者が自
分の旅行体験を他の人と共有できるよう，旅行者
やツーリズムオペレーターがこれらのプラットフ
ォームに投稿する何千もの画像を毎日整理し公開
している。これらのプラットフォームはまた，豪
州のツーリズム企業が各社の商品やサービスを世
界に紹介する場にもなっている。
TA が行った調査では，外国在住の Instagram
フォロワーの91％が TA のサイトを見て，旅行
目的地としての豪州についてさらに知りたくなっ
たと答え，87％がコンテンツを見て豪州へ旅行す
る可能性が高くなったと答えた。また，同様の調
査で，外国人フォロワーの72％が豪州特有の動物
やビーチ，景観の画像が掲載されたページを見て
豪州へ旅行する可能性が高くなったと答え，16％
の人が自分の気に入った投稿メッセージを見て実
際に旅行の予約をしたと答えた。
④ 先住民族（アボリジニ）ツーリズム
TA は豪州の先住民族と他民族との間の格差を
縮めるために，Reconciliation Action Plan（「先
住民族との和解計画」）を策定し，先住民族と他
民族との間に堅固で，生産的な関係を築こうとし
ている。この計画の中核を成すのが Indigenous
Tourism Champions Program（ITCP)26（「先 住
民族ツーリズムチャンピオン・プログラム」）で
ある。TA は ITCP を通じて，先住民族のガイド
やホストが提供する本物の先住民族ツーリズムビ
ジネスを支援している。53の先住民族ツーリズム
体験を海外の消費者と旅行会社に対して宣伝した。
主な事業内容は，㋐映画“Aboriginal Australia:
Our country is waiting for you”の制作とそれに
よる宣伝，㋑旅行用車両のレンタル・販売大手
の Tourism Holdings Limited（thl）と共同での
ウェブサイトなどでの宣伝，㋒“Restaurant
Australia”でブラジル，カナダ，シンガポール，
インドネシア，米国から招かれた食・ワイン関係
有力者のホスト，である。2014-15年度の訪豪外
客の11％が先住民族が提供する文化体験に参加し
た。
⑤ 連携事業
TA は航空会社，ツアーオペレーター，旅行会
社，金融サービス会社などのツーリズム関連企業
や州・準州政府観光局と連携関係を結び，3,530
万豪ドルの分担金を得た。連携関係を結んだ企業
や政府観光局は200を超えた。
2) ビジネスイベント参加者を対象としたマーケ
ティング事業
① ビジネスイベントマーケット向け“There’s
nothing like Australia for business events”
9市場でビジネスイベント出版物（紙媒体とデ
ジタル）に広告を掲載するとともに，ウェブサイ
トとソーシャルメディアを通じてコンテンツを配
信した。対象はビジネスイベントの意思決定権者
とビジネスイベントエージェントである。
② 視察旅行と説明会・商談会
ビジネスイベントの意思決定権者とビジネスイ
ベントエージェントを招き視察旅行を実施した。
中国，香港，ニュージーランド，東南アジア，韓
国，英国，米国から決定権者等を招待し，12回実
施した。この事業は各州のコンベンションビュー
ローやツーリズム関連企業と連携して行った。参
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加者の98％が視察旅行の結果，ビジネスイベント
の目的地としての豪州のイメージが良くなったと
答えた。
TA はまた，州・準州政府観光局と連携して，
上海，シンガポール，クアラルンプールでそれぞ
れの市場の特性に合わせた内容の説明会・商談会
を実施した。
③ ビジネスイベント参加者を増やすための事業
これは豪州で開催の決まっているビジネスイベ
ントへの参加者を増やすことに特化したマーケテ
ィングである。14のビジネスイベントを支援した。
この事業に参加するためには，イベント開催組織
は具体的に決められた基準を満たし，イベントが
豪州経済に利益をもたらすことを示さなければな
らない。ソーシャルメディアマーケティングや海
外のトレードショーへのブース出展，TA が海外
で主催するビジネスイベントショーケースの開催
などを通じて活動した。支援イベントの中には，
2014年11月にシドニーで開催された World Parks
Congress のように，170カ国から3,500人以上が
参加し，参加者が前回の会議（2003年に南アフリ
カ・ダーバンで開催）の倍となった例もある。
ⅱ 流通経路開発
① 中国マーケットにおける流通経路開発
急成長する中国の中流階級向けに高品質の訪豪
パッケージ商品を販売する旅行会社を州・準政府
観光局との緊密な連携の下に TA が選定し，そ
れらの旅行会社の社員研修や商品の造成支援を行
った。対象旅行会社は，北京，上海，広州，深圳
などの最重要都市と，南京，杭州，青島，成都，
重慶などの重要度第2位の都市に所在する旅行会
社とした。
② 旅行会社視察旅行とトレードショー・商談会
● 視察旅行・研修旅行
TA は州・準州政府観光局の協力を得て，英
国・欧州から300人のオージースペシャリストを
招待し，研修・視察旅行を主催した。一行はアデ
レードに3日間滞在し，豪州のツーリズム商品・
サービスのセラー100社以上と商談した。その後
豪州を回る27の視察旅行のいずれかに参加した。
TA また，中国，香港，台湾から200人以上のオ
ージースペシャリストをウィットサンデー諸島に
招待した。一行はそこに3日間滞在し研修を受け
た後，グループに分かれ各地を視察した。
● トレードショー・商談会
Australia Tourism Exchange（ATE）は TA
が毎年行う主要なビジネス対ビジネスのツーリズ
ム旅行トレードショーである。これには世界30カ
国からホールセーラーとエージェント715人が集
まり，豪州ツーリズムのセラー500社の1,500人と
商談した。セラー，バイヤーとも新規参加者は
TA が目標とした数を超えた。Tourism Victoria，
Virgin Australia，Etihad Airways と連携して，
TA が2015年6月にメルボルンで実施した。これ
に合わせて，メディア向けのトレードショー
International Media Marketplace（IMM）を実施
し，世界から80以上のメディア関係者が参加した。
③ ツーリズム業界への情報提供
● Destination Australia Conference
TA が開催したこの会議には観光担当大臣
（Minister for Tourism, Trade and Investment）
も出席し，300人以上のツーリズム関係者が参加
した。豪州のツーリズム産業を成長させ，ビジネ
スを増やすために消費額の多い訪豪外客をいかに
したら増やせるかをテーマに議論や情報交換を行
った。参加者の97％がこの会議に参加して「良か
った」または「非常に良かった」と評価した。ま
た，全ての参加者が，ツーリズムの目的地として
豪州を売り込む TA のマーケティング事業の効
果について，「効果的」あるいは「非常に効果的」
と回答した。
● マーケティング説明会
TA は複数回のマーケティング説明会を実施し，
州・準州政府観光局の職員1,300人以上に TA の
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マーケティング活動や消費者に関する調査・分析，
連携事業について説明した。参加者の87％が説明
会を高く評価し，97％がまた参加したいと回答し
た。
④ The Best of Australia 事業
これは，訪豪外客に，外国人がよく行く観光地
だけでなく，ゴルフやウォーク，ワインといった
特別なテーマ（スペシャルインタレスト）に焦点
を当てた世界レベルのツーリズム体験に関心を持
ってもらい，それにより，消費額の多い訪豪外客
を増やそうという事業である。TA はこれらのツ
ーリズム体験を提供する企業と組んで，これらの
商品を一つにまとめて外国の消費者や旅行業界に
宣伝した。“Restaurant Australia”の世界展開に
合わせてワイン業界などに影響力のある人を招待
した視察旅行，ATE などのトレードショー・商
談会，ジャーナリストを招待したプレストリップ，
australia.com のコンテンツを宣伝するビデオの
制作・配布，セールスコールを実施した。
ⅲ インフラ整備
① 航空輸送能力拡大のための支援
訪豪外客を増やすためには豪州と外国の間の航
空輸送能力の拡大が欠かせない。TA は航空会社
や空港，州・準州観光局と協力して航空輸送能力
の拡大を図った。2011-12年度には前年度比
825,000席増，2012-13年度には同927,000席増，
2013-14年度には同1,619,000席増，2014-15年度
には同273,000席増と，毎年増加した。2015年1
月に豪州と中国政府は航空協定を締結し，これに
より，複数の新規路線開設への道が開けた。中国
の大都市から豪州のゲートウェイ都市であるシド
ニー，メルボルン，ブリスベーン，パースへの航
空便の座席数の上限は，2016年までには週約
67,000席へと3倍に増える。アデレードやケアン
ズなどの都市への便の座席数には上限がなくなる。
これらにより中国からの訪豪客にとっての利便性
が格段に向上する。
② ツーリズムインフラへの投資の促進
豪州ツーリズムインフラは，WEF が発表した
『旅行・ツーリズム競争力2015年報告書』による
TTCI27では，比較的高い評価を得ているが，豪
州政府は海外からのツーリズムインフラへの投資
を増やし，ツーリズムインフラをさらに充実させ
るために，2013年にツーリズムを国家投資優先分
野の一つとした。2015年5月にツーリズム投資誘
致戦略を策定し，Austrade と TA との5年間の
連携協定の下でインフラ整備を進めることを決定
した。
豪州へのツーリズム投資に関して，2014-15年
度に TA と Austrade が関わった事業には次のよ
うなものがある。
● 豪州政府が中国のビジネスリーダーや学者，
外交アドバイザーを会員に擁する非営利団体の
China Entrepreneur Club（中国起業家クラブ）
の会員を招き，豪州の政財界の代表と豪州におけ
るツーリズム投資について意見を交わした。TA
と Austrade は，一行に対する視察旅行，豪州業
界トップとのワークショップ・昼食会の開催，ツ
ーリズム投資機会についての説明を行った。
● 観光担当大臣主催の豪州投資フォーラムの一
部としてツーリズム投資ラウンドテーブルを開催
した。
● TA と Austrade は，香 港 で 開 催 さ れ た
Hotel Investment Conference Asia Pacific
(HICAP）において，豪州へのツーリズムインフ
ラへの投資機会40件についての情報と豪州のツー
リズム産業についての最新情報を提供する，最新
投資アプリを披露した。
● アジアからの金融ジャーナリストに対しプレ
ストリップを実施し，豪州のツーリズム投資機会
を紹介した。ATE と IMM と同時に実施した。
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4．豪州におけるツーリズム危機管理28
ツーリズムに影響を与えるような災害や事故，
事件では，災害等の発生時において旅行客を守る
ために情報を提供することと，災害等からの復旧
段階で海外メディアや旅行客，旅行会社などに対
して情報提供・誘客活動を行うリカバリーマーケ
ティングが重要である。ここではツーリズム政策
の所管官庁（NTA)29や政府観光局（NTO)30が大
きな役割を担う。そのため，普段から危機管理計
画を策定し，緊急時対応をスムーズに行うための
シナリオをつくり，シミュレーションを行うこと
が NTA や NTO にとって大切になる。特にメデ
ィア対策は重要であり，メディアと日頃のコンタ
クトを保ち，責任をもって情報発信できるスポー
クスマンを決めておくことが必要である。またメ
ディア対応訓練も必要である。長期のリカバリー
マーケティングが必要となることもある。
豪州は「ツーリズム事故におけるコミュニケー
ションに関わる国家計画」（National Tourism
Incident Communication Plan＝NTICP）を定め，
ツーリズムにおける危機管理を行っている。
NTICP によって豪州の防災・危機管理戦略がツ
ーリズムにおける危機管理に組み込まれている。
NTICP は災害時における情報提供とリカバリー
マーケティングについて具体的な手順を定めてお
り，連邦政府が各州・準州政府やツーリズム関連
機関と連携を取りながら，外客を含む豪州国内の
旅行客や国内外メディア，国内外のツーリズム業
界へ迅速に適切な情報を流せる仕組みができてい
る。NTICP の管理・実行は，ツーリズム行政を
主管する連邦貿易促進庁（Austrade）に置かれ
る事務局が行う。災害等発生時に想定される
NTICP による流れの概略は次のとおりである。
● 事務局は災害等の発生の通報を受けると原則
60分以内に必要な情報を収集し，既定のマトリッ
クスにより，災害等が豪州のツーリズムに及ぼす
と予想される影響の度合を赤（高レベル），黄
（中レベル），緑（注意レベル），青（低レベル）
の4段階に分ける。
● 事務局が赤に分類した災害等は「中央事故管
理グループ」（CIMG）へ報告され，そこで最終
的に赤と判断された場合は，CIMG が危機対応に
責任を持ち，「監視コミュニケーショングループ」
（MACG）が既定の「コミュニケーション行動計
画」と「マーケティング行動計画」に基づいて，
メディアや旅行客，ツーリズム業界に対する情報
提供やマーケティングを開始する。CIMG は
ASCOT31メンバーとツーリズム産業代表で構成
される。MACG は CIMG 構成メンバーが長を務
める各組織のコミュニケーション・マーケティン
グ担当者などで構成され，災害等発生時の対応の
みならず平常時には NTICP の日常管理を行う。
● 事務局が赤以外に分類した災害等は MACG
に報告され，MACG が赤に引き上げたものは上
述の赤の対応となり，それ以外は MACG がそれ
ぞれの段階に応じた対応をする。
● 青と判断されたものは MACG が事態の監視
を続け，最終的に事態収束の判断をする。赤から
の段階変更は CIMG が，それ以外からの変更は
MACG が行う。
このように豪州では災害時における情報管理と
リカバリーマーケティングがマニュアル化され，
それに基づいて対応できる仕組みができている。
日本は比較的安全な国と言われているが，日本で
ツーリズムに大きな影響を及ぼす災害などが今後
起きないという保証はない。2011年の東日本大震
災の時には，官民を挙げて震災直後の対応やリカ
バリーマーケティングに取り組んだ結果，訪日外
客はその後大きく回復した。日頃から国を挙げて
ツーリズムにおける危機管理態勢を整え，そうし
ていることを海外に知らせることで旅行地として
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の日本の魅力が向上する。危機管理をマーケティ
ングの重要な一部と考え，豪州のように対応の仕
方を具体的に決めておくことが良いのではないか。
5．おわりに
豪州の国際ツーリズム政策の基本は，国際ツー
リズムを経済的な面を中心にみているということ
であろう。消費額の多い外客を増やすことで外客
消費額全体を増やし，ツーリズム産業を拡大させ
る。その結果雇用が促進され，税収も増え，豪州
経済の発展につながる。このように外客消費額を
重視する考え方はどの国でも持っているものであ
る。しかし，1. でも述べたとおり，日本では外
客消費額が達成目標に掲げられていると同時に，
ツーリズムを通じた相互理解の増進が世界平和へ
貢献するとの考えも重視されている。これは国連
の理念にも通じる32。
両面を重視する日本のこの考え方は日本の現状
に適している。日本人は国際社会で，何を考えて
いるか分からないと思われることも多く，「日本
人の顔」が見えない，物づくりの経済大国と捕ら
えられることも多い。また，中国や韓国などでは
反日感情を持つ人もいる。したがって，多くの国
から旅行客に日本に来てもらい，日本を理解して
もらうことが必要である。このため，外客誘致の
対象となる国・地域の選定においては，訪日外客
の総数を増やし，経済効果を上げるということだ
けでなく，より多くの国・地域から訪日外客を誘
致し，日本と日本人を理解してもらうよう努力す
るという観点も重要である。日本が主要訪日市場
を対象に行っているビジットジャパン事業（VJ
事業）の重点市場は当初12市場であったが，そ
れに8市場が加わり，現在では20市場33となって
おり，このような方向は正しいと考える。ただ，
2.Ⅰ.でも述べたとおり，訪豪外客の上位10カ
国・地域からの数が総数の72.5％（2015年）を占
めているのに対し，訪日外客の場合は上位4カ
国・地域からの来訪客が訪日外客総数の71.9％
（同）を占めており，訪日外客市場は少ない国・
地域に集中している。上位国・地域以外からの来
訪客を増やす努力が必要である。
マーケティングにおける豪州の特徴としては，
ウェブサイトやソーシャルメディアを用いたマー
ケティングを特に重視していることである。ソー
シャルメディアの発達で旅行客の消費行動パター
ンが変化しており，これに対応するものである。
一人ひとりのニーズに合ったきめ細かい対応が取
れるようウェブサイトをグレードアップした。豪
州ではまた，顧客最優先の考えに基づき顧客との
長期の信頼関係を築くことで，口コミによる宣伝
効果を狙うアドボカシー・マーケティング34に力
を入れている。アドボカシー・マーケティングも
ソーシャルメディアの発達による消費行動の変化
に対応して生まれたものである。インターネット
を用いたマーケティングは世界的な流れであり，
日本もこの流れに乗り遅れないようにする必要が
あるであろう。
最後に特記すべきこととして，豪州政府観光局
（TA）がツーリズム関連企業や州・準州政府観
光局と連携関係を持ち，マーケティング活動を実
施したり，情報を共有したりすることに力を入れ
ていることが挙げられる。連携関係を結ぶことで
それぞれの組織が持つ資源がより効果的に使え，
マーケティングチャネルの範囲もより拡大する。
TA は現在200以上の組織と連携関係を結んでお
り，さらに連携企業等を増やそうとしている。外
客誘致における NTO と企業等との連携関係の重
要性は世界の多くの NTO で認識されており，日
本政府観光局（JNTO）も都道府県や市町村，ツ
ーリズム関連企業等約190の組織を賛助団体35とし
ており，これをさらに増やす努力がされている。
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【注】
1 ｢外国人旅行客｣を，以下，本稿本文では「外客」と表
す。
2 2016年3月30日に「明日の日本を支える観光ビジョン
構想会議」（議長：内閣総理大臣）が策定した「明日
の日本を支える観光ビジョン」による。
3 本稿「2.Ⅱ．」で詳述。
4 英名は World Tourism Organization で，各国の政府
機関などが加盟する国連の専門機関である。本部はス
ペイン・マドリードにある。
5 豪 州 観 光 調 査 局（Tourism Research Australia）
International Visitor Survey Results.
6 観光庁 『訪日外国人の消費動向 平成27年 年次報
告』。
7 TTCI（Travel & Tourism Competitiveness Index：
旅行・ツーリズム競争力指標）は旅行・ツーリズムの
競争力を評価する指数として WEF が用いているもの
である。「旅行・ツーリズムにとっての環境」，「旅
行・ツーリズムに関する政策」，「旅行・ツーリズムに
関するインフラ」，「旅行・ツーリズムに関する自然
的・文化的資源」の四つのグループのいずれかに分類
された14項目（①ビジネス環境，②治安・安全，③保
健・衛生，④人的資源・労働市場，⑤情報通信技術，
⑥旅行・ツーリズムの優先度，⑦外国に対する開放度，
⑧旅行・ツーリズムにおける価格競争力，⑨環境持続
性，⑩航空輸送インフラ，⑪地上輸送・港湾インフラ，
⑫ツーリズム・インフラ，⑬自然的資源，⑭文化的資
源およびビジネス旅行需要）をそれぞれ1～7の7段
階（最高が7）で評価したものが TTCI である。全
項目を平均した TTCI が当該国の総合評価となる。
8 WTTC（World Travel and Tourism Council）は1990
年に世界の観光産業のリーダーが集まり，各国政府に
対して観光産業の重要性を訴えるために設立された民
間団体である。英国・ロンドンに事務局がある。
9 National Tourism Administration の頭字語。
10 National Tourism Organization の頭字語。UNWTO
の調査で，ツーリズム政策全般を担う NTA から独立
し，法律に基づいて設置された準政府機関の NTO が
外客誘致のマーケティングを実施している国が多いと
いうことが分かっている。日本の場合も観光庁が
NTA として政策全般を担い，日本政府観光局
（JNTO）が NTO としてマーケティングを実施してい
る。
11 豪州連邦政府や準政府機関等の公的機関に対し，高水
準の統治と説明責任を求める連邦法。
12 豪州の会計年度は7月1日から翌年の6月30日までで
ある。
13 Budget 2014-15 Overview 13 May 2014, Australia.
14 独立行政法人国際観光振興機構（通称：日本政府観光
局）『平成27事業年度決算報告書』。
15 http: //www. mof. go. jp/budget/budger_workflow/
budget/fy2015/index.htm, 2016年9月。
16 外客の世界総数に占める訪豪外客数の割合は2000年の
0.732％から，2001年の0.712％，2002年の0.690％，
2003 年 の 0.687％，2004 年 の 0.682％，2005 年 の
0.675％，2006年の0.649％，2007年の0.621％，2008
年の0.600％，2009年の0.622％，2010年の0.609％，
2011年の0.580％へと減少傾向にある。世界観光機関
（UNWTO）資料より。
17 本稿「1」参照。
18 豪州のツーリズム産業と政府，豪州政府観光局の代表
で構成され，豪州の宿泊施設や飲食施設，ツアーオペ
レーターなどのツーリズム関連事業者が提供する商品
やサービスの品質が一定以上の基準に達していること
を認定する機関である。
19 世界観光機関（UNWTO）は「ツーリズム」を「通
常の生活圏以外の一つの場所に連続して1年を超えな
い期間，レジャーやビジネス，その他の目的で，旅行
し滞在する人の様々な活動で，旅行の目的が訪問地で
の報酬を伴う活動でないもの」と定義している。本稿
では「観光」は，「ツーリズム」のうちレジャーなど
の狭義の活動を指す。
20 国際会議とインセンティブトラベルを指す。本稿では
以下同じ。
21 これら15カ国・地域からの訪豪外客数（2015年）は
5,384,800人で，訪豪外客総数の72.5％を占める。日
本の場合は，ビジットジャパン事業（VJ 事業）の対
象マーケットは20カ国・地域で，これらの地域からの
訪日外客数が訪日外客総数に占める割合は95.7％
（2015年）である。20カ国・地域については注29を参
照。
22 顧客に訪豪旅行を勧めることができるような知識やス
キルを旅行会社の社員がウェブ上で習得できる学習プ
ログラムで，五つのトレーニングを修了するとオージ
ースペシャリストの資格が得られる。Tourism
Australia と州・準州政府が共同で運営する。https://
www.aussiespecialist.com/ja-jp, 2016年12月。
23 カラバリとは先住民族（アボリジニ）の歌や踊りの祭
りのことである。
24 Annual Report 2014/2015, Australia.
25 アドボカシー・プログラム（advocacy programs）は，
顧客最優先の考えに基づき顧客との長期の信頼関係を
築くことで，口コミによる宣伝効果を狙うマーケティ
ング手法（アドボカシー・マーケティング）による活
動を指す。アドボカシーとは「擁護」や「支援」を意
味し，アドボカシー・マーケティングでは顧客を徹底
的に擁護・支援することで顧客との長期の信頼関係を
構築することを目指す。見込み客を新規顧客に，新規
顧客を固定客に，そしてこの固定客をファンとさせる
ことを狙うものである。ファンの段階に達した顧客は
自らの意志で商品やサービスを他に推奨するようにな
る。このマーケティング手法はソーシャルメディアの
発達による消費行動の変化に対応して生まれた。
26 Indigenous Tourism Champions Program は，先住民
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族が訪豪旅行客に提供するツーリズム体験を海外に知
らせることで先住民族のビジネスを支援する事業であ
る。州・準州政府観光局の厳しい審査を通り，質の高
い旅行体験を提供できると認められ，認定された
“champion”企業を海外に宣伝する。認定された
champion 企業は Tourism Australia が実施する先住
民族ツーリズムマーケティング事業に参加できる。
http: //www. tourism. australia. com/programs/ indi
genous-tourism-champion-program.aspx, 2016年9月。
27 本稿「2. Ⅱ.」参照。
28 本節は次を引用し，一部修正したものである。田中一
郎「巻頭言 国際ツーリズムと危機管理」『国際観光
情報』5月号，2015年。
29 注9参照。
30 注10参照。
31 本稿「3. Ⅰ.⑥」参照。
32 国連はツーリズムが国際相互理解を通じて世界平和に
貢献するとの考えから，1967年に Tourism－Passport
to Peace（ツーリズムは平和へのパスポート）という
標語を決めた。
33 VJ 事業は2003年に韓国，中国，台湾，香港，米国の
5市場を対象に開始され，2004年に英国，ドイツ，フ
ランスが，2005年にタイ，シンガポール，豪州，カナ
ダが加わり12市場で展開された。2008年以降マレーシ
ア，インドネシア，フィリピン，ベトナム，インド，
イタリア，ロシア，スペインの8カ国が加わり，現在
20カ国・地域が VJ 事業対象市場となっている。
34 注25参照。
35 独立行政法人国際観光振興機構（通称：日本政府観光
局）『JNTO 年次報告書 平成25（2013）年度』。
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